
 
 
 
 
 
令和２年度税制改正に伴う労働施策総合推

進法施行規則で定める様式等の改正案（概

要） 

 

 

 

 

資料 No.４ 



労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法

律施行規則の一部を改正する省令案（概要） 

 

１．改正の趣旨 

○ 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関す

る法律（昭和 41 年法律第 132 号。以下「法」という。）第 15 条において、職業安定

機関等は、労働者の雇入れ等の雇用に関する事項について事業主等から援助を求めら

れたときは、その者に対して必要な助言その他の措置を行わなければならないことと

されている。 

○ 平成 23 年度税制改正により雇用促進税制（※１）が創設された際、職業安定機関

は、労働者の雇入れを促進するための計画（以下「雇用促進計画」という。）を作成

した事業主に対して、法第 15 条の援助として、必要な助言等を行わなければならな

いことを労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等

に関する法律施行規則（昭和 41 年労働省令第 23 号。以下「規則」という。）附則第

８条第１項に規定し、平成 27 年度税制改正により地方拠点強化税制における雇用促

進税制（※２）が創設された際も、雇用促進税制と同様に、雇用促進計画を作成した

事業主に対して、法第 15 条の援助として、必要な助言等を行わなければならないこ

ととした。また、併せて、規則様式第５号において雇用促進計画の様式についても規

定している。 

○ 今般、令和２年度税制改正により、令和２年３月 31 日で適用期限を迎える地方拠

点強化税制における雇用促進税制について、２年延長されるとともに、新規雇用労働

者の数の４割に達するまでの数の非正規雇用労働者を税額控除の対象としていたも

のを、税額控除の対象から除外する等の改正が決定されたことを踏まえ、規則につい

て、所要の改正を行うものである。 

○ なお、平成 23年度税制改正により創設された雇用促進税制は平成 30年度税制改正

により廃止されている。 

 

（※１）雇用機会が不足している地域において、無期雇用かつフルタイムの雇用者を増

加させた場合、その増加数に応じて税額控除が受けられる制度。 

（※２）企業の本社機能を地方で拡充又は東京 23 区から地方へ移転し、拡充・移転し

た業務施設において雇用者を増加させた場合、その増加数に応じて税額控除が受

けられる制度。 

２．改正の概要 

○ 職業安定機関が行う雇用促進計画を活用した雇用に関する援助の期間を２年延長

し、令和７年３月 30 日までに改める（規則附則第８条第１項）（※３）。 

○ 雇用促進計画について、記載事項等の見直しを行う（規則様式第５号）。 

（※３）規則附則第８条第１項の規定に基づく雇用に関する援助は、雇用促進計画の作

成の対象となる期間行うが、当該期間の最終日は、制度上令和７年３月 30 日までと

なる。 

 

３．根拠法令 

 法第 15条 

 

４．施行期日等 

 公布日：令和２年３月末（予定） 

 施行期日：令和２年４月１日 
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令和２年度税制改正に伴う労働施策総合推進法施行規則で定める様式等の改正（予定）について
（ご報告）

◎令和２年度税制改正において、令和元年度で適用期限を迎える内閣府所管の「地方拠点強化税制（※）」の２年
延長と、税額控除の拡充等が決定された。

（※）「地方拠点強化税制」は、地方創生を目的として、東京23区にある企業の本社機能を地方に移転（移転型）、又は地方にある本社機能を拡充
（拡充型）するときに、建物等への設備投資に係る減税（オフィス減税）措置と、地方で雇用を増やした場合の減税措置（雇用促進税制）からなる。

◎雇用促進税制の適用を受けるためには、「雇用促進計画」（雇用者を増やす目標等）を作成し、その達成状況に
つきハローワークの確認を受け、税務署に確定申告する、といった手続きが必要となる。
なお、雇用促進計画の計画期間中は、事業主からの求めに応じて、ハローワークが労働者の雇入れに係る援助
を行うこととなっている。

◎令和２年度税制改正における主な改正内容は以下のとおり（雇用促進税制のみ改正）。

①移転型の控除額（単年度） 雇用増加率に応じて１人当たり最大60万円or90万円 ⇒ １人当たり最大90万円（雇用増加率に関わらず一律）
②移転型の控除額（３年間） １人当たり最大150万円 ⇒ １人当たり最大170万円
③給与増要件 前年度より企業全体の給与額が一定以上増加していることが税制適用の要件 ⇒ 廃止（給与額の増減に関わらず適用可能）

④拡充型の控除額（単年度） 雇用増加率に応じて最大30万円or60万円 ⇒ 最大30万円（雇用増加率に関わらず一律）
⑤新規雇用者の４割までは非正規雇用労働者も税額控除の対象 ⇒ 新規雇用者の非正規雇用労働者は税額控除の対象外

◎ハローワークによる労働者の雇入れに関する援助、雇用促進計画の様式については、労働施策総合推進法施
行規則附則第８条に規定しているため、今般の税制改正による適用期限の延長と拡充等を踏まえ、主に以下の
点について改正を予定している。（年度末の公布、令和２年４月１日施行の予定）

①ハローワークによる労働者の雇入れに関する援助の期限を２年延長する。
②雇用促進計画の様式において、非正規雇用労働者の欄を削除する。


